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ティー・ロウ・プライス 世界厳選成長株式ファンド
Aコース（資産成長型・為替ヘッジあり）／Bコース（資産成長型・為替ヘッジなし）

分配金のお知らせ

平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当ファンドは2020年3月16日に第二期（2019年9月18日～2020年3月16日）の決算を
迎えました。ファンドの分配方針に基づき、基準価額水準、市場動向等を勘案し、以下の通り分配金
額を決定いたしましたのでご報告いたします。

コース名
分配金

（税引き前、一万口当たり）

Aコース（資産成長型・為替ヘッジあり） 0円

Bコース（資産成長型・為替ヘッジなし） 0円

投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客様の資産
が当初の投資元本を割り込み損失が生じることがあります。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずお読みください。

当期の世界主要国の株式市場は、期初は上昇基調で推移したものの、2月半ば頃より新型コロナウイ
ルスによる感染がアジアから欧米に広がり、局地的な影響から世界レベルでの景気悪化が懸念されるよ
うになり、投資家心理が急速に悪化しました。また、ロシアとサウジアラビアの原油価格引き下げ競争も
不透明感に拍車をかけました。こうした状況を背景に当期の世界主要国の株式は期末にかけて急落し
ました。

当運用では新型コロナウイルスの感染の広がりやその影響は不確実な要素が多いことから、短期的には
株価の変動性が高止まりし、軟調な展開が続く可能性があると見ています。米国では感染が確認され
てから日が浅く、経済に及ぶ影響については未知数ですが、旅行、運輸、資本財、中国関連企業など
広範な企業の2020年1-3月期の企業業績に対する悪影響は避けられないと見ています。一方で、
今後導入が期待される財政政策の効果が顕在化してくれば目先の景気後退リスクが低減すると期待さ
れます。

運用チームでは、株価変動性が高まる中でも冷静さを失うことなく、これまでと同様に長期的な視点に
基づき、個別銘柄のファンダメンタルズ分析に基づくボトムアップアプローチを堅持します。質が高く、良好
な財務基盤を有し、今回の混乱を同業他社に先んじて乗り切り、より盤石な地位の確保を図ることが
できる企業に着目しています。

運用概況、今後の見通し



ティー・ロウ・プライス 世界厳選成長株式ファンド

追加型投信/内外/株式
Aコース（資産成長型・為替ヘッジあり）/Bコース（資産成長型・為替ヘッジなし）
Cコース（分配重視型・為替ヘッジあり）/Dコース（分配重視型・為替ヘッジなし）

分配金の留意事項について
• 分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金支払い後の純資産はその相当
額が減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。

• ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
分配を行う場合があります。したがって、ファンドの分配金の水準は必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示唆
するものではありません。

• 計算期間中に運用収益があった場合においても、当該運用収益を超えて分配を行った場合、当期決算期末の基
準価額は前期決算期末の基準価額と比べて下落することになります。

• 投資者の個別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況によっては、分配金の一部また
は全部が、実質的に元本の一部払い戻しに相当する場合があります。



当資料は、ティー･ロウ･プライス・ジャパン株式会社が作成したお客様用資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。投資信託は、値動
きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客様の資産が当初の投資元本を割り込み損失が生じ
ることがあります。投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険および保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。また、金融機関の
預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただく投資信託は、投資者保護基金の支払対象ではありません。
ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング･オフ）の適用はありません。当資料に記載の運用実績に関するグラ
フ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。当資料内で表示桁未満の数値があ
る場合、四捨五入しています。当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証するものでは
ありません。当資料における見解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。

当資料のご利用にあたっての注意事項
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